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《Ⅰ 総論》  

 

はじめに（行動計画策定の趣旨） 

森町では、「次世代育成支援対策推進法」に基づき､平成 17 年度から平成 26 年度までの 10

年間について｢第一次森町特定事業主行動計画｣を､平成 27 年度から令和元年度までの５年間に

ついて「第二次森町特定事業主行動計画（前期計画）」を策定しました。 

また同時に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（通称：女性活躍推進法）」

に基づき、平成 28 年度から令和元年度までの４年間について「女性活躍推進法に基づく特定事

業主行動計画（前期計画）」を策定しました。 

令和２年度からは両計画を統合し、令和２年度から令和７年度までを計画期間とする「第二

次森町特定事業主行動計画（後期計画）」を策定し、対策に取り組んできました。 

 
 職員の子育て環境の支援及び女性職員の活躍推進の取組には、職場の理解や男女双方の働き

方改革による「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の実現が不可欠です。その

ため、誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介

護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができる

環境づくり等、職員全員で意識改革を行っていきます。  
この計画を推進していくために、職員一人ひとりが本計画を自分自身に関わる問題として捉

え、お互いに助け合い、支え合う職場づくりを目指します。  
今般、計画期間が満了することから、これまでの取組の目的を継承しながら、一層の推進を図る

べく、本計画を策定します。 
 

計画の期間 

 令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日までの５年間  
 
 

計画の推進体制 

(１) 次世代育成支援対策及び女性活躍推進に関する情報提供等を実施します。  
(２) 庁内グループウェアの活用や啓発資料の配布等により、行動計画の内容について周知徹底

を図ります。  
(３) 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口を設置します。  
(４) 年度毎に計画の達成状況を調査し、衛生委員会等で報告するとともに、目標年度までの毎

年度において、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行っていきます。また、必要に応じて

計画や取組内容の見直しを行います。 
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《Ⅱ 各目標の達成状況》   

 
数値目標１ 男性の配偶者出産に係る特別休暇等取得率 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
目標値 

（令和７年度末） 

66.67％ 88.89％ 77.78％ 50.00％ 83.33％ 80％ 

年度により取得率に変動はあるものの、令和６年度は 83.33％となり、令和７年度末の目標

値 80％を上回る水準となっている。引き続き制度の周知等により取得促進に取り組む。 

 

数値目標２ 育児休業の取得率 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

目標値 

（令和７年度末） 

男性 16.7％ 22.2％ 33.3％ 16.7％ 33.33％ 20％ 

女性 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

女性の取得率は各年度 100％を維持している。男性は年度により変動があるものの、令和６

年度は 33.33％となり、目標値 20％を上回る結果となった。今後も取得促進に向け、制度周知

等を継続する。 

 

数値目標３ 職員１人あたりの平均超過勤務時間数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
目標値 

（令和７年度末） 

１０．８時間／月 １３．７時間／月 １３．６時間／月 １３．５４時間／月 １３．７７時間／月 １０．１時間／月 

平均超過勤務時間数は各年度目標値を上回って推移している。近年は台風や記録的な大雨等

への対応業務の影響もあり増加が見られた。今後は業務効率化や適切な業務分担により、超過

勤務の縮減に取り組む。 

 

数値目標４ 職員の年次有給休暇の平均取得日数（取得率） 

令和２年末 

（取得率） 

令和３年末 

（取得率） 

令和４年末 

（取得率） 

令和５年末 

（取得率） 

令和６年末 

（取得率） 

目標値 

（令和７年末） 

43.87％ 45.54％ 45.74％ 55.86％ 51.60％ 10 日以上 

年次有給休暇の取得率は概ね上昇傾向で推移している。令和６年末は 51.60％となり前年度

をやや下回ったものの、引き続き休暇取得の促進を図り、目標達成に向け取り組む。 

注）１ 調査対象期間は、各年１月１日～12 月 31 日とする。 

注）２ 平均取得率の求め方は、取得日数÷付与日数で計算している（休職者及び付与日数 20

日未満の者を除く。）。 
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数値目標５ 管理職における女性職員の割合 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
目標値 

（令和７年度） 

16.22％ 14.71％ 16.22％ 17.95％ 37.50％ 38.60％ 20％ 

管理職に占める女性職員の割合は年度ごとに増加しており、令和６年度以降は大きく上昇し

ている。令和７年度は 38.60％となり目標値 20％を上回った。今後も女性職員の登用及び活躍

推進に取り組む。 

 

数値目標６ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

本計画から新たに設定した目標のため、過年度の記録はなく、直近の状況を基に目標達成に

向けた取組を進める。 

参考：令和７年度数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

本庁部局長・次長相当職 ― 

本庁課長相当職 7.1％ 

本庁課長補佐相当職 38.5％ 

本庁係長相当職 37.5％ 

【 総括 】 

各数値目標については、男性の育児関連休暇取得率や女性管理職割合等において目標を

上回る結果が見られるなど、取組の一定の成果が確認できる。一方で、超過勤務時間や年

次有給休暇の取得状況には改善の余地があることから、業務の効率化や働き方の見直し、

各種制度の周知を引き続き進め、職員が仕事と生活を両立しやすい職場環境の整備を一層

推進する。 

また、本計画から新規に設定した各役職段階における女性職員割合についても、現状を

的確に把握し、目標達成に向けた取組を計画的に推進する。 
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《Ⅲ 取 組 内 容》 

 

１ 仕事と家庭の両立に向けて 

 
仕事と家庭の両立を支援するため、休業・休暇を取得しやすい環境づくり、男性も含めた働

き方の見直しや、多様な働き方の実現に向けての取組が必要となってきます。 

 

◆数値目標１◆ 

男性の配偶者出産に係る特別休暇等取得率を、令和 12 年度末までに 90％にする。 

 

◆数値目標２◆ 

育児休業の取得率を、令和 12 年度末までに男性 85％、女性 100％にする。 

 
（１）子育てに関する制度の周知 

・母性保護や母性健康管理の観点から設けられている特別休暇や出産費等の経済的支援など、

子育て関連の各種制度を庁内グループウェアの活用等により全ての職員に情報提供を行い

ます。  
・各種制度の周知や研修を通じ、職場優先の職場環境（例えば「子どもより仕事優先」という

ような職場の雰囲気）や、固定的な性別役割分担意識（例えば「子どもの面倒を見るのは母

親の仕事」といった意識）の改革を進めます。  
・全ての職員が子育てに関する各種制度を理解し、子育て中の職員及び親となる職員が制度を

利用しやすい職場の環境(雰囲気)づくりに努めます。  
・子育て中の職員及び親となる職員に対して、各種制度の積極的な利用を推進します。  
 
（２）本人または配偶者の妊娠中及び出産後における配慮  

・親になることを申し出た職員に対し、育児休業、特別休暇などの諸制度や手続きについて、

可能な限り所属長同席のもと、説明を行います。また、代替要員等について適宜調整を行い

ます。  
・所属長は、当該職員の健康・安全に配慮し、必要に応じて職場内の業務分担の見直しを行い、

母性保護に努めます。  
・当該職員が希望した場合は、時間外勤務及び深夜勤務について考慮します（災害その他避け

ることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。）。 

 

（３）育児休業を取得しやすい環境づくり 

・育児休業等の取得を希望する職員に、育児休業、部分休業、育児短時間勤務、経済的支援の

ための制度などを周知し、職場内での子育てに対する理解、環境づくりに努めます。  
・職員が育児休業等を取得する場合、業務に支障がでないよう業務分担の見直しや代替要員の

確保などを行います。  
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・男性の育児参加に対する職場の意識改革を進め、育児休業等の取得促進を図ります。 

・過去に育児休業を取得した職員を対象に、育児休業取得前後の業務の状況、休業中の情報共

有、復帰時の支援体制、勤務時間や業務内容に関する課題等について、アンケート調査を実

施します。当該アンケート結果を分析し、職員のニーズや課題を把握したうえで、育児休業

取得の促進、休業中及び復帰後の不安軽減、職場における理解促進等に資する運用改善につ

なげます。 

 
（４）育児休業からの円滑な復帰のためのサポートについて 

・育児休業中の職員は、長期間職場から離れているため不安を感じがちです。所属長は、本人

の希望に合わせてロゴチャット等で職場や業務の状況を知らせるなど、育児休業中の職員と

の意思疎通を図り、復帰に対する不安感の軽減に努めます。また、スムーズな復職を実現す

るため、復帰時期を踏まえた職場との打合せを数回実施します。  
・育児休業から復帰した直後は、業務になれるのに時間がかかる上、子どもの急な発病への対

応など、仕事と子育ての両立が最も難しい時期であることを考慮し、職場全体でサポートす

る体制づくりを進めます。  
 

○ 制 度 概 要    （令和８年４月１日時点） 

【妊娠中の特別休暇】  

 妊婦通勤保護  
妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康

保持に影響があると認められる場合…正規の勤務時間の始め又は終わりに、１日

を通じて１時間を超えない範囲内で必要な時間  

保健指導・  
健康診査  

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が母子保健法第 10条に規定する保健指導又

は同法第 13 条に規定する健康診査を受ける場合…（森町職員の勤務時間、休暇等

に関する規則の別表第３に定める回数） １回につき、１日の正規の勤務時間の

範囲内で必要と認める時間  

妊婦休息・補食  
妊娠中の女性職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場

合…適宜休息し、又は補食するために必要な時間  

妊娠障害  
妊娠中の女性職員が妊娠に起因する障害のため勤務することが困難であると認め

られる場合…必要な期間  

 
【出産前後の特別休暇】  

産前休暇  
６週間(多胎妊娠の場合にあっては、14 週間)以内に出産する予定である女性職員

が申し出た場合…出産の日までの申し出た期間  

産後休暇  
女性職員が出産した場合…出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

（産後６週間を経過した女性職員が就業を申し出た場合において医師が支障がな

いと認めた業務に就く期間を除く。) 

授乳等  
生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる

授乳等を行う場合…１日２回それぞれ 30 分以内の時間  
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【父親の特別休暇】  

配偶者出産休暇  
妻の出産にかかる入退院の付き添い、出産時の付き添い、入院中の世話、出生の届

出等のための休暇…２日間を１日又は１時間単位で取得  

育児参加休暇  
妻の産前産後休暇の期間中に、生まれる赤ちゃんや小学校就学前の上の子の生活上

の世話をするための休暇…５日間を１日又は１時間単位で取得  

 
【育児関係の休暇等】 

育児休業 
子が３歳に達する日まで、原則２回まで育児休業をすることができる。 

（取得の１か月前までに請求） 

産後パパ育休 
子の出生日から 57 日以内にする育児休業。2 回まで取得可能 

（取得の２週間前までに請求） 

部分休業 

子が小学校に就学するまで、①又は②を選択可 

①１日の勤務時間の一部（２時間以内）について勤務しないことができる 

②１年につき 10 日相当の範囲内で勤務しないことができる 

育児短時間勤務  

①１日４時間 55 分（週 24 時間 35 分）      
②１日３時間 55 分（週 19 時間 35 分）      
③週３日勤務（週 23 時間 15 分）          
④週２日＋３時間 55 分（週 19 時間 25 分） 

看護等休暇 

（特別休暇） 

配偶者、父母、子等が負傷又は疾病のため看護（小学校３年生以下の子については、

疾病予防のための予防接種、健診の付き添い、子の行事参加（入園式・卒園式・入

学式）、感染症に伴う学級閉鎖による世話を含む）を必要とする場合 年５日（小

学校３年生以下の子が２人以上の場合は年 10 日）以内 

 
 
 
 
 
 

 
     
 

１歳  
 
 
 
 
 

３歳  
 
 
 
 
 

就学  
 
 
 
 
 

授乳等の育児時間（有給）1 日 30 分×2 回 

部分休業（勤務時間数に応じて給料支給） 

育児休業（無給）＊１歳まで手当金有（最初の 180 日約 67％、以降約 50％） 

育児短時間勤務（勤務時間数に応じて給料支給） 

子の看護休暇（有給） 
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 ２ 残業のない職場を目指して 

 
 時間外勤務を縮減することは、職員が今以上に家族との時間を確保できるように、また、全

ての職員の心身のリフレッシュと業務能率の向上のためにも大変重要です。  

  

◆数値目標３◆  

職員１人当たりの平均超過勤務時間数を、令和 12 年度末までに 10.1 時間／月にする。 

 

・毎週金曜日を「ノー残業デー」とし、庁内放送等で呼びかけることにより、定時退庁の徹底

を促します。  

・３歳未満の子をもつ職員の時間外勤務の免除及び小学校就学前の子をもつ職員の時間外勤務

の制限に関する制度を周知徹底します。  

・定例、恒常的な業務はできる限りマニュアル化を図り、事務の簡素合理化を進めます。  

・全ての職員が、日頃の業務において時間外勤務の縮減を常に意識し、また自らの健康管理を

怠らないよう啓発を行います。  

・時間外勤務を行う場合は、所属長に時間及び業務内容の事前申告をし、申告どおりに終了し

なかった場合は理由を報告させることで、勤務時間及び健康管理の徹底を図ります。  

・月の時間外勤務の上限時間を設け、上限時間を超えた職員の所属長は、原因と今後の改善計

画を人事担当に報告します。また、長時間の時間外勤務を行った職員に対し、産業医による

個別面談と指導を行います。 

・時差出勤制度の周知徹底及び活用促進を通じ、職員の勤務時間の適正化を図り、時間外勤務

の縮減に取り組みます。 
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３ 休暇の取りやすい職場を目指して 

 
  職員の家庭生活の充実や心身のリフレッシュのため、積極的に休暇を取得できるよう職場 

の雰囲気づくりに努めます。 

 

◆数値目標４◆  

職員１人当たりの年次有給休暇の取得日数割合（付与日数 20 日に対する割合）を、 

令和 12 年末までに 70％にする。 

 

・年次有給休暇の計画書・報告書を利用することにより、周りの職員とのスケジュールを調整

（共有）し、休暇の計画的かつ積極的な取得に努めます。  

・所属長は、自ら率先して年次有給休暇を取得するなど、休暇を取得しやすい雰囲気づくりに 

努めます。  

・所属長は、業務量の平均化を図り、定例・恒常的な業務はできる限りマニュアル化し、誰も

が対応できるよう、また、普段から職員同士の協力体制を築き、職場全体で休暇を取得しや

すい環境づくりに努めます。  

・所属長は、職員の配偶者、父母、子等の突発的な病気等の際に、職員が気兼ねなく看護休暇

や年次有給休暇を取得できる職場環境を整えます。  

・週休日(土曜日及び日曜日)や国民の祝日、夏季休暇と合わせて、連続した年次休暇の取得を

推進します。 

 



                                           

 - 10 -

４ 女性職員の積極的な登用に向けて  

 女性職員の管理職への登用について、積極的に推進し行政政策における女性の参画の拡大に

努めます。 

 

 

◆数値目標６◆  

各役職段階にある職員に占める女性職員の割合を、令和 12 年度までに以下の数値にする。  

区分 令和 12 年度目標値 

本庁部局長・次長相当職 － 

本庁課長相当職 10％ 

本庁課長補佐相当職 40％ 

本庁係長相当職 40％ 
 

 

・所属長は、女性職員が仕事にやりがいを感じ、活躍できるような職場づくりに努めます。  

・政策形成研修や管理能力を高める研修への参加を促し、女性のキャリア形成を支援します。

また、職員が自らの能力開発に取り組み、自分の能力を職務に発揮できるよう支援します。  

・管理職や係長へ積極的に登用し、多様な職務機会の付与に努めます。 

 

 

 

 

５ ハラスメントの防止に向けて  

 
 職員によるセクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児等に関するハラスメント、パワ

ー・ハラスメント等を防止するため、職員への啓発や周知徹底を図ります。  

 また、ハラスメント相談窓口を設け、職員からの相談又は苦情を受け付けた場合は、速やか

に事実確認を行い、必要な措置を講じます。  

◆数値目標５◆  

管理職における女性職員の割合を、令和 12 年度までに 40％にする。  


